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ガイダンスにおける「価値観（仮称）」について



１．「価値観（仮称）」の記載方針・記載事項（案）

２. ご議論いただきたい論点
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第２回研究会における「価値観（仮称）」に関する主なご指摘と対応方針

価値観やビジネスモデルも含めて議論することは重要。
価値観という言葉は、統合報告書などでは使われていないのではないか。企業理念やビジョンなど、企業が普段か
ら使用する言葉を使ったほうが良いだろう。
企業にとって、企業理念は非常に重要なもので、そう簡単に変更できるものではない。企業戦略やビジョンがここ
でいう価値観に該当するのではないか。
企業理念そのものを対象に投資家と企業で対話を行うことは考えづらい。経営のビジョン、事業と社会との接点、
企業の問題意識などがエンゲージメントの対象となる。価値協創ガイダンスを念頭におくのであれば、経営ビジョンと
して取り上げられている社会課題の中での事業機会の発掘、目指すべき方向、戦略、企業固有の判断軸を強調
すべきだと考えている。社会との接点では、経営課題や事業機会として捉えている社会課題の提示など、踏み込
んだ話を価値観で触れればよいかと思う。
価値観は企業の根源的な部分。プラスチック製品を製造してきた企業の中には、プラスチック製品を通じて社会に
安全・安心を提供するという高い志を持ってきた企業もあるだろう。プラスチックが普及した理由に安全・安心という
価値があった。サーキュラー・エコノミーにおいて、そうした価値観を否定することにならないよう工夫する必要がある。
サーキュラー・エコノミーへの移行を進めることで他の社会課題に対してネガティブな影響を及ぼさないか、ネガティブ
チェックの役割を価値観に持たせることが考えられる。

引き続きガイダンスに「価値観」に相当する項目を含めることについてはご同意頂いた。
ただし、項目名については、発信すべき内容を踏まえて検討する。
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線形経済に依存するリスクは気候変動と比してまだ顕在化しておらず、また、パリ協定のような国
際的な合意やルールも存在していない状況。
そのため、事業者と投資家等の対話に当たっては、「サーキュラー・エコノミーになぜ取り組むのか」、
「中長期的にどのような価値創造ストーリーを思い描いているのか」といった全社的・中長期的
な記述が前提として必要。

「価値観」に相当する項目を含める重要性

事業者 投資家等

価値観

リスクと機会

ガバナンス

戦略

指標と目標

ビジネスモデル

具体的な各項目についてエンゲージメントを受ける前に、前提となる基本方針等を示すことが重要。
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「価値観（仮称）」のポイント（案）
a. SDGsを含めた数ある社会課題の中で、自社が取り組むべき課題として、なぜサー

キュラー・エコノミーに関係する内容を取り上げているか。
b. サーキュラー・エコノミーをどのように認識し、事業を通して、どのように価値創造につな

げていくかについて、経営者としての中長期的な基本方針・考え方を示しているか。
なお、企業理念や経営方針、経営ビジョン等の全社的な方針において、サーキュ
ラー・エコノミーを優先的課題として位置づけていることが望ましい。

c. bにおいて示した基本方針・考え方を社内に浸透させるプロセスを有しているか。

サーキュラー・エコノミーをどのように捉え、事業を通して、中長期的にどのような方向性のもと取り
組んでいくのかについて、全社的なメッセージが重要な要素となる。
また、方針として掲げるだけでなく、サーキュラー・エコノミーを重視する企業文化を社内に醸成さ
せていくプロセスについて示すことも、ビジネスモデルの実現可能性や戦略の実行力を判断する上
で重要。

「価値観（仮称）」に盛り込むべき内容
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（参考）価値協創ガイダンスにおける「価値観」の記載
１. 価値観

01. 企業が、社会における課題の解決を事業機会として捉え、かつ、グローバル競争の中で継続的に競争優位性を追求しながら他社にない存在意
義を確立していく上で、企業理念やビジョン等の価値観は、自社の進むべき方向や戦略を決定する際の自社固有の判断軸となる。
02. 企業は、社会における自社の存在意義を支えてきた企業理念や社訓から本質的な部分を抽出して、現状維持に安住せず長期を見据え将来
志向で時代に適応しながら社会に価値を提供することができる。企業理念やビジョン等を明確に意識することは、ベンチャー企業等の新興企業が社会
に価値を提供し、成長していく上でも重要である。
03. 企業文化は、企業で働く人々が無意識又は暗黙のうちに選ぶ業務のプロセスや優先順位の中に表れてくる価値観である。経営者が企業理念
やビジョンを明確に示し、浸透させることで、一人一人の行動を支える企業文化を醸成し、ときには陳腐化や時代にそぐわない部分を見直し、あるべき
方向へ導くことも重要な経営課題であろう。
04. 長期的視野に立つ投資家にとって、企業理念やビジョン、企業文化等の価値観を知ることは、当該企業固有の判断軸を理解することであり、ま
た、企業の実行力やビジネスモデルの実現可能性を判断する上で重要な要素である。企業が自社の価値観とビジネスモデル〔2.〕とのつながりを示すこ
とは、投資家が企業価値を適切に評価するための出発点となる。

1.1. 企業理念と経営のビジョン
05. 企業は、自らのビジネスモデルや経営判断の拠り所となる企業理念等を示し、どのような事業を通じて、また、どのような仕組みや方法によって、そ
れを体現するのか、基本的な考え方を示すべきである。
06. その際、経営者が描く企業の将来像を経営ビジョンとして掲げ、目指すべき方向性や優先して取り組む課題を示すことも有益である。
07. 投資家は、企業の目指すべき方向や優先課題を理解することで、企業の経営戦略〔4.〕や主要なKPI（Key Performance Indicator）、
その達成のために必要な取組期間を踏まえた実施計画〔5.〕等を適切に評価することができる。

1.2. 社会との接点
08. 時代とともに変化する社会課題は、企業にとって自社の事業を脅かすリスクとなり得るが、同時に新たな事業機会にもなり得る。自社の理念やビ
ジョンに基づいて、どの社会課題を経営課題、事業機会として特定し、どのようにビジネスモデル〔2.〕、戦略〔4.〕に落とし込んでいくのかということは、企
業の存在意義にも関わる重要な経営判断である。
09. 投資家が長期的視点で企業価値を評価する上でも、企業がどのように社会課題を自らのビジネスモデル〔2.〕に落とし込むのか、競争優位性と他
社にない存在意義とのつながりを理解することは重要な要素である。
10. 企業が、自らの経営課題、事業機会として捉えるべき社会課題を特定するに当たっては、株主、従業員、取引先、地域社会等の様々なステー
クホルダーとの関係性〔2.2.2.〕、国際的な共通の社会課題として特定されている「持続可能な開発目標（SDGs）」等を視野に入れた国際社会に
おける受容性を踏まえて考えていくことも有益である。
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（参考）価値協創ガイダンスにおける「価値観」の記載
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「価値観」に代わる項目名については、国際的な汎用性も念頭に引き続き検討する。
近年、世界的に議論され始めている「Corporate/Business Purpose」は「価値観」に近い概
念で、世界経済フォーラムでも議論されている。

（参考）WEF2020における「Corporate Purpose」の定義に関するレポート

「Corporate Purpose」という概念は世界的な現象になってきている。この背景には、競争や、ゲーム
のルールを強制する規制への依存が実社会で十分に機能しなくなってきていることがある。競争はそれが
有効な場合はよく機能するが、あまりにも頻繁に失敗する。規制や競争政策は、人々の期待に応えら
れておらず、移り変わりの激しいグローバルでテクノロジー偏重型のビジネスの流れについて行けていない。
「Corporate Purpose」は、人間と地球に対して問題を提供することで利益を生み出すのではなく、人
間と地球が抱える問題に対して、企業が利益を生む形で解決方法を提供する内容であるべき、という
考えに基づき形成される。
企業として変わっていくか否かまた何故変わっていくかにとどまらず、どのような目標を見据えてそれをどの
ように実現していくかを説明。
自社の事業の単なる描写的な説明（例：洗濯機や自動車の製造）でも、極端に野心的な目標
（例：地球を救う）を示すのでもなく、企業が “誰のために”、“どのように”、“いつ”、“どのような”問
題の解決を目指すかを詳細に説明。

（出典）Colin Mayer, It’s time to redefine the purpose of business. Here’s a roadmap, 07/Jan/2020
https://www.weforum.org/agenda/2020/01/its-time-for-a-radical-rethink-of-corporate-purpose/



8（出典）三菱ケミカルホールディングスグループ「KAITEKIレポート2019」、同HPより作成

三菱ケミカルホールディングスグループでは、社会の仕組みや産業構造を抜本的に変えるサーキュ
ラー・エコノミーをKAITEKI実現のキーエレメントと位置付け、グループ横断的に推進。
三菱ケミカル株式会社では、2020年4月、サーキュラ―エコノミーに向けた取り組み強化を目的に、
サーキュラーエコノミー推進部を新設。

（参考）三菱ケミカル 「中期経営基本方針」

KAITEKI
「人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いていくこと」を表し、環
境・社会課題の解決にとどまらず、社会そして地球の持続可能な発
展に取り組むことを提案したコンセプト。

KAITEKI経営
資本の効率化を重視する経営（Management of 
Economics）、イノベーション創出を追求する経営
（Management of Technology）に加えて、サステナビリティの向
上をめざす経営（Management of Sustainability）という3つの
経営を、時間や時機を意識しながら一体的に実践し、企業価値を高
めていく独自の経営手法。



9（出典）パナソニックHP

（参考）パナソニック 「アニュアルレポート2019」、「環境行動計画」

中期戦略にて「くらしアップデート」を掲げ、ソリューション型ビジネスモデルを目指すとしている。
また、環境ビジョン2050実現に向けた環境行動計画において、CE型事業創出を位置づけている。

2019統合報告書CEOメッセージより抜粋



10（出典）帝人HP

帝人グループは「中期経営計画2020-2022」において、価値創造戦略を示しており、マテリアリ
ティの一つとしてサーキュラーエコノミーの実現を挙げている。また、2020-2022年度の投資額
（3500億円）の35%を環境ソリューションに投入する等の計画を示している。

（参考）帝人 「中期経営計画2020-2022」



11（出典）花王 Kirei Lifestyle Plan Progress Report 2020より作成

2016年、2030年長期経営ビジョン「2030年までに達成したい姿」を策定。その達成に必要な基
盤構築として、ESG を経営の根幹に据える。
生活者の持続可能なライフスタイルを送りたいという思いや行動に応えることを目指し、生活者が求
める暮らしをKirei Lifestyleとして定義。その実現に向け、ビジョン、コミットメント、アクションからなる
Kirei Lifestyle Planを策定。具体的アクションの１つであるごみゼロの中でプラスチックにも言及。

（参考）花王 「花王 Kirei Lifestyle Plan」

ごみゼロ
原料やプラスチック等を適正に使用し、
それらの使用量を削減するとともに、使
用済み容器等や使われなかった原料・
製品を再利用し、資源循環型社会に
参加します
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（出典）

Annual Review2019

PurposeとAmbitionsが記載され、Ambitionsの中でCEや包装について触れられている。

（参考）Nestlé 「Annual Review2019」

SDGsを支持し自社の事業の方向性を示す、2030年に向けた３つのAmbitionsを設定。
目標の進捗を、毎年Commitment and Progressとして公表。

For individuals and families, help 50 million children lead healthier lives.
For our communities, improve 30 million livelihoods in communities directly connected to 
our business activities.
For the planet, strive for zero environmental impact in our operations.

Enhancing quality of life and contributing to a healthier future. Purpose

Ambitions

製品の包装の環境
パフォーマンス向上
を達成
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Coca-ColaはPurposeとVisionをそれぞれ掲げており、Visionと方策とが紐づけられている。

（参考）Coca-Cola 「Our Purpose」

（出典）Coca-Colaホームページより作成

• PurposeとVisionを記載。
• Visionがより具体的な内容。

• Visionで掲げた３項目それぞれに対
し、方策を提示

Visionの項目ごとに記載
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ご議論いただきたい論点は以下のとおり。

ご議論いただきたい論点

論点：「価値観」に相当する項目について
「価値観」に相当する項目は、P3に示したような、「ビジネスモデル」や「戦略」といったその他
の項目の土台・前提となる関係性と整理していいか。
「価値観（仮称）」に盛り込むべき内容は、P4に記載したように、
a. マテリアリティの特定、なぜサーキュラー・エコノミーに取り組むのか
b. サーキュラー・エコノミーをどのように価値創造ストーリーにつなげていくのか、基本方針等
c. bを社内に浸透させていくプロセス

という３点でいいか。
また、bにおいて求めていることは、必ずしも企業理念といった高次元なレイヤーにサーキュ
ラー・エコノミーを直接位置づけるということではなく、業種やセクター等を考慮して、個社ごと
に適切なレイヤーでサーキュラー・エコノミーの中長期的な方針を示すこととしているが、その
他に考慮すべき点はあるか。
「価値観」に相当する項目名について、価値協創ガイダンスにおける「価値観」を指すと注釈
を付した上で「価値観」とすることでいかがか。


